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研究要旨 

【研究目的】：胎児診断された原発性胎児胸水についての治療実態と自然歴を明らかにし、胎

児治療としての胎児胸腔穿刺および胎児胸腔−羊水腔シャント術の有効性について検証する。 

【研究方法】：出生前診断された胎児胸水について、日本における症例数と予後に関する調

査を国内の周産期センターを対象に実施した。調査対象施設は日本周産期・新生児医学会

の母体・胎児研修施設の基幹施設 (169 施設)とし、調査期間は 2007 年 1 月 1 日から 2011

年 12 月 31 日の 5 年間とした。一次調査にて調査対象数の把握を行い、二次調査の協力が

得られた 108 施設から回答があった 287 例の原発性胎児胸水症例に対し、胎児治療と死亡

(周産期死亡および乳児死亡)との関連について検討した。 

【研究結果】：二次調査により、441例の胎児胸水症例が報告され、ダウン症による胎児胸

水91例および合併奇形症例51例、肺分画症による胎児胸水12例を除いた287例が原発性胎児

胸水症例であった。平均診断時週数は27.5±5.6 週であり、195例(69.5%)は胎児水腫を合

併していた。胎児胸腔穿刺術は95例(33.1%)、胎児胸腔−羊水腔シャント術は71例(24.7%)に

行われていた。全生存率は非胎児水腫群で95.2%であったのに対し、胎児水腫群では56.8%

と有意に不良であった。胎児水腫症例における有意な予後因子は、診断時週数、腹水およ

び皮下浮腫合併、および両側胎児胸水であった。胎児水腫症例において、胎児胸腔穿刺術

は死亡リスクを下げなかったが (相対リスク比 (RR), 0.87, 95% 信頼区間, 0.64−1.2)、

胎児胸腔−羊水腔シャント術は死亡リスクを有意に低下させた(RR, 0.64, 95% 信頼区間, 

0.44 – 0.94)。 

【結論】：胎児診断された胎児胸水の全国実態調査を実施し、287 例の胎児原発性胸水の症

例集積を得た。非胎児水腫症例では 95％が生存し予後良好であったが、胎児水腫症例では

56.8%と予後不良であった。胎児胸腔−羊水腔シャント術は、胎児水腫合併例において、予

後を改善する可能性があると考えられた。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ．研究目的 

胎児胸水症は全妊娠の1/12,000の頻度と

報告されている。自然寛解する症例は予後良

好であるが、重症例では胸腔内圧上昇による

循環不全から胎児水腫に進行する症例や，長

期間の胸水による圧迫から肺低形成を来た

し、出生後の呼吸不全に陥るなどの予後不良

の症例が存在する。それらの重症例に対して

は胸腔穿刺により胸水を除去し圧迫を解除

することが行われるが、すぐに再貯留するこ

とも多いため頻回の穿刺を必要とされる。そ

こで超音波ガイド下に胎児の胸腔にカテー

テルを挿入する胎児胸腔−羊水腔シャント術

(Thoracoamniotic shunting; TAS) が施行さ

れており、乳糜胸と呼ばれる原発性胎児胸水

と肺分画症に伴う続発性胎児胸水には有効

な症例が多いと考えられている。 

我が国では報告されている胎児胸水の症

例数は未だ少なく，疾患の自然歴，重症度別

の予後や胎児治療の有効性，出生後の治療法

などに関する多症例での報告は存在しない

ためそれらの正確な実態は不明である。 

本研究の目的は、国内の主要施設で出生

前から診断された胎児胸水症例についての

実態調査から、胎児診断された原発性胎児胸

水についての自然歴と治療実態を明らかに

すること。胎児治療としての胎児胸腔穿刺お

よび TAS の有効性について検証し、患児を救

命するための集学的治療指針に役立てるこ

とである。 

 

Ｂ．研究方法 

１）一次調査：出生前診断された胎児胸水に

ついて，日本における全症例数と胎児治療が

実施された症例数、予後に関する調査を国内

の周産期センターを対象として実施した。調

査対象施設は日本周産期・新生児医学会の母

体・胎児研修施設のうち、基幹施設の合計 169

施設、調査期間は 2007 年 1月 1日から 2011

年 12 月 31 日の 5年間とした。胎児胸水症例

の有無を聞き、胎児治療施行の有無、予後に

ついて調査した。 

２）二次調査：1)の調査で同意の得られた施

設を対象に、二次調査票を用いた最近 5年間

の後方視的観察研究を行った。胎児期の経過

（診断時妊娠週数、両側性か片側性か、胎児
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。分娩方法は胎児水

腫症例で有意に予定または緊急帝王切開率

となった症例が多く、胎児水腫症例において、

1例)

 同様

児期アウトカムおよび生

す。生存率は全体で

で有意に予後不良であった。全生存率は、胎

児水腫非合併例では

胎児水腫合併例では

(p<0.001)

合併例で、より高率に生後胸水、腹水および

皮下浮腫を認めた。呼吸管理についても、胎

児水腫合併症例で、

一酸化窒素

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同様に胎児水腫の有無で分けた

児期アウトカムおよび生

す。生存率は全体で

で有意に予後不良であった。全生存率は、胎

児水腫非合併例では

胎児水腫合併例では

(p<0.001)。新生児期においても、胎児水腫

合併例で、より高率に生後胸水、腹水および

皮下浮腫を認めた。呼吸管理についても、胎

児水腫合併症例で、

一酸化窒素(NO)

に胎児水腫の有無で分けた

児期アウトカムおよび生存率を

す。生存率は全体で 70.7％

で有意に予後不良であった。全生存率は、胎

児水腫非合併例では 95.2%

胎児水腫合併例では 56.8%

。新生児期においても、胎児水腫

合併例で、より高率に生後胸水、腹水および

皮下浮腫を認めた。呼吸管理についても、胎

児水腫合併症例で、Nasal DPAP

(NO)使用がより高率に行われて

に胎児水腫の有無で分けた新生児・乳

存率を Table 3

％、胎児水腫合

で有意に予後不良であった。全生存率は、胎

95.2%であったのに対

56.8%と有意に低かった

。新生児期においても、胎児水腫

合併例で、より高率に生後胸水、腹水および

皮下浮腫を認めた。呼吸管理についても、胎

DPAP や IMV、

使用がより高率に行われて

新生児・乳

Table 3に示

胎児水腫合併例

で有意に予後不良であった。全生存率は、胎

であったのに対し、

と有意に低かった

。新生児期においても、胎児水腫

合併例で、より高率に生後胸水、腹水および

皮下浮腫を認めた。呼吸管理についても、胎

、HFO、

使用がより高率に行われて 



いた。長期予後である在宅酸素療法に関して

も、胎児水腫非合併例では

たのに対し、胎児水腫合併例では

に認められ、統計学的有意差を認めた

(p=0.009)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いた。長期予後である在宅酸素療法に関して

も、胎児水腫非合併例では

たのに対し、胎児水腫合併例では

に認められ、統計学的有意差を認めた

(p=0.009)。 

いた。長期予後である在宅酸素療法に関して

も、胎児水腫非合併例では 1例も認めなかっ

たのに対し、胎児水腫合併例では

に認められ、統計学的有意差を認めた

いた。長期予後である在宅酸素療法に関して

例も認めなかっ

たのに対し、胎児水腫合併例では 7.3% (9

に認められ、統計学的有意差を認めた

 

いた。長期予後である在宅酸素療法に関して

例も認めなかっ

7.3% (9 例)

に認められ、統計学的有意差を認めた 

 胎児治療例、ただし治療例では治療前に胎

児水腫を合併していた

治療別に見た母体背景、分娩、新生児期およ

び乳児期アウトカムを

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

胎児治療例、ただし治療例では治療前に胎

児水腫を合併していた

治療別に見た母体背景、分娩、新生児期およ

び乳児期アウトカムを

胎児治療例、ただし治療例では治療前に胎

児水腫を合併していた 183

治療別に見た母体背景、分娩、新生児期およ

び乳児期アウトカムを Table 4

胎児治療例、ただし治療例では治療前に胎

183 例における、胎児

治療別に見た母体背景、分娩、新生児期およ

Table 4に示す。

胎児治療例、ただし治療例では治療前に胎

例における、胎児

治療別に見た母体背景、分娩、新生児期およ

。 



 無治療群に比べて、

診断時週数が早く、無治療群では

側性の胎児胸水であったのに対して、

よび胎児胸腔穿刺術症例においてより高頻

度に認められた

群; 91.2%

失は、無治療群において

られた。前期破水は

19 例)

治療群では

学的有意差を認めた

出生体重および分娩方法は、

的有意差は認められなかった。出生時の新生

児アウトカムとして、胸水は無治療群で

79.6%に認められたのに対して、胸腔穿刺術

群では

の貯留を認めた

下浮腫の有無に関しては、無治療群の方が

TAS 群よりも高頻度に認められ、腹水の貯留

は無治療群で

(15 例

例)、TAS

3 群間で有意差を認めた

人工呼吸管理については、いずれの人工呼吸

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

無治療群に比べて、

診断時週数が早く、無治療群では

側性の胎児胸水であったのに対して、

よび胎児胸腔穿刺術症例においてより高頻

度に認められた(胸腔穿刺術群

; 91.2%, p=0.01)

失は、無治療群において

られた。前期破水は

)、胸腔穿刺術群では

治療群では 6.0% (4

学的有意差を認めた

出生体重および分娩方法は、

的有意差は認められなかった。出生時の新生

児アウトカムとして、胸水は無治療群で

に認められたのに対して、胸腔穿刺術

群では 94.6%、TAS

の貯留を認めた(p=0.05)

下浮腫の有無に関しては、無治療群の方が

群よりも高頻度に認められ、腹水の貯留

は無治療群で 48.2% 

例)、皮下浮腫は無治療群で

TAS 群で 56.9%(29

群間で有意差を認めた

人工呼吸管理については、いずれの人工呼吸

無治療群に比べて、TAS 症例では、有意に

診断時週数が早く、無治療群では

側性の胎児胸水であったのに対して、

よび胎児胸腔穿刺術症例においてより高頻

胸腔穿刺術群

p=0.01)。一方で、胸水の自然消

失は、無治療群において 17.9%(12

られた。前期破水は TAS 症例で多く

、胸腔穿刺術群では 14.5% (9

6.0% (4 例)であり、

学的有意差を認めた(p<0.001)

出生体重および分娩方法は、

的有意差は認められなかった。出生時の新生

児アウトカムとして、胸水は無治療群で

に認められたのに対して、胸腔穿刺術

TAS 群では 90.2%

(p=0.05)。一方で、腹水や皮

下浮腫の有無に関しては、無治療群の方が

群よりも高頻度に認められ、腹水の貯留

48.2% (26 例)、

、皮下浮腫は無治療群で

56.9%(29 例)であり、いずれも

群間で有意差を認めた(p=0.02

人工呼吸管理については、いずれの人工呼吸

症例では、有意に

診断時週数が早く、無治療群では 77.6%が両

側性の胎児胸水であったのに対して、TAS

よび胎児胸腔穿刺術症例においてより高頻

胸腔穿刺術群; 93.6%、

。一方で、胸水の自然消

17.9%(12 例)に認め

症例で多く(33.3%

14.5% (9 例)、無

であり、3群間で統計

(p<0.001)。妊娠週数、

出生体重および分娩方法は、3群間で統計学

的有意差は認められなかった。出生時の新生

児アウトカムとして、胸水は無治療群で

に認められたのに対して、胸腔穿刺術

90.2%と高率に胸水

。一方で、腹水や皮

下浮腫の有無に関しては、無治療群の方が

群よりも高頻度に認められ、腹水の貯留

、TAS 群で 29.4% 

、皮下浮腫は無治療群で 66.7% (36

であり、いずれも

(p=0.02, p=0.005)

人工呼吸管理については、いずれの人工呼吸

 

症例では、有意に

が両

TAS お

よび胎児胸腔穿刺術症例においてより高頻

、TAS

。一方で、胸水の自然消

に認め

(33.3%、 

、無

群間で統計

。妊娠週数、

群間で統計学

的有意差は認められなかった。出生時の新生

児アウトカムとして、胸水は無治療群で

に認められたのに対して、胸腔穿刺術

と高率に胸水

。一方で、腹水や皮

下浮腫の有無に関しては、無治療群の方が

群よりも高頻度に認められ、腹水の貯留

29.4% 

66.7% (36

であり、いずれも

p=0.005)。

人工呼吸管理については、いずれの人工呼吸 

方法および

群で最も高く、特に

については、胸腔穿刺術群が

群が

有意差を認めた

児死亡、乳児死亡を含む全

群では

群では

3群間に有意差は認めなかった。

 予後不良因子を抽出するため、胎児治療前

の胎児水腫症例

各要因の相対リスク比

を Table 5

診断時週数、腹水と皮下浮腫の合併例、そし

て両側胸水の有無であった。診断時週数は

週以降の症例と比較した場合

症例で

26

区間

たは腹水どちらか一方の合併例に比べて、両

者の合併例では

−3.1

2.8 (95% CI

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方法および NO

群で最も高く、特に

については、胸腔穿刺術群が

群が 44.4%、TAS

有意差を認めた

児死亡、乳児死亡を含む全

群では 59.7%であったのに対し、胸腔穿刺術

群では 50.0%、

群間に有意差は認めなかった。

予後不良因子を抽出するため、胎児治療前

の胎児水腫症例

各要因の相対リスク比

Table 5に示す。有意差を認めたものは、

診断時週数、腹水と皮下浮腫の合併例、そし

て両側胸水の有無であった。診断時週数は

週以降の症例と比較した場合

症例で RR は 2.1 (95%

26 週未満に診断された症例は

区間, 1.7−4.4)

たは腹水どちらか一方の合併例に比べて、両

者の合併例では

3.1）、片側胸水に対して両側胸水では

2.8 (95% CI, 

NO 使用についても、胸腔穿刺術

群で最も高く、特に HFO による人工呼吸管理

については、胸腔穿刺術群が

TAS 群が 47.1%

有意差を認めた(p=0.001)

児死亡、乳児死亡を含む全

であったのに対し、胸腔穿刺術

、TAS 群では

群間に有意差は認めなかった。

予後不良因子を抽出するため、胎児治療前

の胎児水腫症例186例における死亡に対する

各要因の相対リスク比(Relative Risk

に示す。有意差を認めたものは、

診断時週数、腹水と皮下浮腫の合併例、そし

て両側胸水の有無であった。診断時週数は

週以降の症例と比較した場合

2.1 (95%信頼区間

週未満に診断された症例は

4.4)であった。また、皮下浮腫ま

たは腹水どちらか一方の合併例に比べて、両

者の合併例では RR が 2.0（

）、片側胸水に対して両側胸水では

, 1.1−6.9)であった。

使用についても、胸腔穿刺術

による人工呼吸管理

については、胸腔穿刺術群が 76.4%、無治療

47.1%であり、3

(p=0.001)。胎児死亡、新生

児死亡、乳児死亡を含む全生存率は、無治療

であったのに対し、胸腔穿刺術

群では 63.2%であったが、

群間に有意差は認めなかった。 

予後不良因子を抽出するため、胎児治療前

例における死亡に対する

(Relative Risk

に示す。有意差を認めたものは、

診断時週数、腹水と皮下浮腫の合併例、そし

て両側胸水の有無であった。診断時週数は

週以降の症例と比較した場合 26 週〜30

信頼区間, 1.3−

週未満に診断された症例は 2.7 (95%

であった。また、皮下浮腫ま

たは腹水どちらか一方の合併例に比べて、両

（95%信頼区間

）、片側胸水に対して両側胸水では

であった。 

使用についても、胸腔穿刺術

による人工呼吸管理

、無治療

3群間で

。胎児死亡、新生

生存率は、無治療

であったのに対し、胸腔穿刺術

であったが、

予後不良因子を抽出するため、胎児治療前

例における死亡に対する

(Relative Risk, RR)

に示す。有意差を認めたものは、

診断時週数、腹水と皮下浮腫の合併例、そし

て両側胸水の有無であった。診断時週数は 30

30 週の

−3.5)、

2.7 (95%信頼

であった。また、皮下浮腫ま

たは腹水どちらか一方の合併例に比べて、両

信頼区間, 1.3

）、片側胸水に対して両側胸水では RR は



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 胎児水腫症例における胎児治療の有効性

を検証するため、胎児治療前の胎児水腫合併

例186

RR を算出した

胸腔穿刺術群の

区間, 

0.86(0.53

られた

水と皮下浮腫の合併の有無を調整した場合、

Adjusted RR

−1.2)、

と、TAS

下させた。

 

Ｄ．考察

１）胎児胸水について

 胎児胸水は原発性と続発性に分類され原

発性胸水は乳糜胸ともいわれリンパ管の還

流障害が原因とされている。続発性胸水に

はダウン症候群や肺分画症など様々な原因

がある。前年度は、一次調査の概要の報告

を行った。本年度は、一次調査で同意の得

られた施設に対し二次調査を行い、その結

果、5年間の調査期間で、原発性胎児胸水

胎児水腫症例における胎児治療の有効性

を検証するため、胎児治療前の胎児水腫合併

186例における全死亡に対する胎児治療の

を算出した(Table 6

胸腔穿刺術群の Crude RR

, 0.65−1.54)

0.86(0.53−1.36)であった

られた診断時週数、両側胸水の有無および腹

水と皮下浮腫の合併の有無を調整した場合、

Adjusted RR は胸腔穿刺術群では

、TAS 群では

TAS 群で有意に死亡に対するリスクを低

下させた。 

Ｄ．考察 

１）胎児胸水について

胎児胸水は原発性と続発性に分類され原

発性胸水は乳糜胸ともいわれリンパ管の還

流障害が原因とされている。続発性胸水に

はダウン症候群や肺分画症など様々な原因

がある。前年度は、一次調査の概要の報告

を行った。本年度は、一次調査で同意の得

られた施設に対し二次調査を行い、その結

年間の調査期間で、原発性胎児胸水

胎児水腫症例における胎児治療の有効性

を検証するため、胎児治療前の胎児水腫合併

例における全死亡に対する胎児治療の

Table 6)。無治療群に対して、

Crude RR は 0.998 (95%

1.54)であったのに対し、

であった。交絡因子と考え

診断時週数、両側胸水の有無および腹

水と皮下浮腫の合併の有無を調整した場合、

は胸腔穿刺術群では

群では 0.64 (95% CI 0.44

群で有意に死亡に対するリスクを低

１）胎児胸水について 

胎児胸水は原発性と続発性に分類され原

発性胸水は乳糜胸ともいわれリンパ管の還

流障害が原因とされている。続発性胸水に

はダウン症候群や肺分画症など様々な原因

がある。前年度は、一次調査の概要の報告

を行った。本年度は、一次調査で同意の得

られた施設に対し二次調査を行い、その結

年間の調査期間で、原発性胎児胸水

胎児水腫症例における胎児治療の有効性

を検証するため、胎児治療前の胎児水腫合併

例における全死亡に対する胎児治療の

。無治療群に対して、

0.998 (95%信頼

であったのに対し、TAS

。交絡因子と考え

診断時週数、両側胸水の有無および腹

水と皮下浮腫の合併の有無を調整した場合、

は胸腔穿刺術群では 0.87 (0.64

0.64 (95% CI 0.44−0.94)

群で有意に死亡に対するリスクを低

胎児胸水は原発性と続発性に分類され原

発性胸水は乳糜胸ともいわれリンパ管の還

流障害が原因とされている。続発性胸水に

はダウン症候群や肺分画症など様々な原因

がある。前年度は、一次調査の概要の報告

を行った。本年度は、一次調査で同意の得

られた施設に対し二次調査を行い、その結

年間の調査期間で、原発性胎児胸水287

 

胎児水腫症例における胎児治療の有効性
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腹水合併の有無が有意に予後に寄与してい

ることがわかった。胎児水腫と共に、診断

時妊娠週数が早く、両側性の胸水や、皮下

浮腫と腹水両者を合併していた場合、重症

例である可能性が高いため、集学的な周産

期管理が必要であると考えられた。 

３）胎児治療 

胎児水腫症例に限ったサブグループ解析

の結果、胎児治療であるTASで非治療群と比

較し、有意に死亡リスクを低下させるとい

う結果であり(RR 0.64, 95% 信頼区間、0.44

−0.94) (Table 6)、TASが有効である可能性

が示唆された。すなわち重症例である胎児

水腫合併例における胎児胸腔-羊水腔シャ

ント術の有効性が示唆された。 

 しかし，観察研究である本研究において、

様々な要因が胎児治療の選択に関連してい

ると推測され、本検討の結果だけで胎児治療

の有効性の結論づけることはできない。今後

は、さらなる有効性の検証のため、多施設で

のランダム化比較試験を検討する必要があ

る。 

 

Ｅ．結論 

 胎児診断された胎児胸水の全国実態調査

を実施し、287 例の胎児原発性胸水の症例集

積を得た。 非胎児水腫症例では 95％以上が

生存し、予後良好であったのに対し、胎児水

腫症例は 56.8%と予後不良であった。胎児胸

腔−羊水腔シャント術は、胎児水腫合併症例

において、予後を改善する可能性があると考

えられた。今後さらなる有効性の検証のため

の多施設ランダム化比較試験の検討が必要

である。 
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Ｇ．知的財産の出願・登録状況 
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